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大学会計教育方法の考察
―効果的な方法の構築に向けて―
A Consideration on Method of Accounting Education in University 



































































































































































　カナダのゲルフ大学（Univ.ofGuelph）の BarbBloemhof と JuliaChristensenHughes（以下、
Barb.B と Julia.H）は、オンタリオ州にある 4 つの大学（本稿で後に記載）が開講している初
学者が多く占める低学年対象の財務会計入門講義を実験調査対象に選び、検証を行った（Barb.
BandJulia.H,［2013］）。






































　さらに、Barb.B と Julia.H は調査の途中で、
・問題解決型討論にかなりの時間を割く演習（ゼミナール）講義スタイルの導入、



































の学生を 2 クラスに分け、半期 13 週 90 分間講義を提供していた。評価は、2 回の中間テス
ト（配点全体の 20％× 2 回）と最終試験（配点全体の 50％）、講義外の課題である 2 人以上
のグループプロジェクトとオンライン小テスト（各 5％）、という配分で評価した。
・2009 年冬に実施された最初の調査アンケートで、学生が大人数による講義や、講義外の課題





れた。成績評価も、2 回の期間内テスト（配点全体の 20％× 2 回）と最終試験（配点全体の
40％）、講義外の課題 2 人以上のグループプロジェクト（10％）および、宿題（5％）、オン
ライン小テスト（5％）、という配分に変更された。改善にもかかわらず、登録学生の 2 分の
1 から 3 分の 2 が講義を欠席していた。

























































　アンケート項目は Barb.B と Julia.H が採用した項目を参考に決定した。アンケート結果は次
のようになった。
表 1　第 1 回（2017 年 7 月 5 日実施　202 名回答）アンケート結果　問 19（欠席回数）のみ
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表 2　第 1 回（2017 年 7 月 5 日実施）アンケート結果　問 19 以外




・表 1（問 19）より、欠席数 3 回以下が 88％と出席率が高いこと、
・表 2 の問 3 ～問 8 の回答から、学生の受講態度は消極的であり、教員と積極的にコミュケー
ションを取っていないこと、
・表 2 の問 13 ～問 18 の回答から、全力ではなく、ほどほどに勉強に取り組んでいること、
・表 3 から、問 13 と問 17、問 17 と問 18、問 20 と問 22 に相関があること、
・相関のある問 20 と問 22 から、高学年で会計学を専攻する学生は大幅に減少しそうであるこ
と、
・問 19 と各問 3、問 9、問 10、問 11、問 13 の相関から、欠席回数が少ない学生ほど簿記学習
に真面目に取り組んでいること、
などが読み取れた。この結果を受けて Barb.B と Julia.H が行ったように受講者数や受講環境な
ど条件を変更することなく、学生全員が簿記学習に最も取り組んだであろう全国経理教育協会
簿記検定試験 3 級の受験直後に、別の質問事項の第 2 回アンケートを実施した。











　　　　 1 ．2，3 人
　　　　 2 ．5 人から 10 人
　　　　 3 ．10 人から 30 人
　　　　 4 ．30 人から 50 人
　　　　 5 ．50 人から 100 人











表 4　第 2 回（2017 年 7 月 25 日実施　209 名回答）アンケート結果
表 5 　第 2 回（2017 年 7 月 25 日実施　209 名回答）アンケート結果




















































・表 4の問 1の回答から、1クラスの受講者数（約 90名）に 70％の学生が特に不満を抱いてい
ない。






















・表 4 の問 4 の回答から、回答番号 4（24％）が回答番号 2（16％）を上回り、回答番号 3 ～
5 が 74％あることから、使用している教科書については特に不満はない。
・以下の問 5 の結果から、学習の初期の段階（取引要素の結合の段階）で理解が徹底されてい
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